
一般財団法人本州四国連絡高速道路協会定款

第１章 総則

（名称）

第１条 この法人は、一般財団法人本州四国連絡高速道路協会と称する。

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を兵庫県神戸市に置く。

第２章 目的及び事業

（目的）

第３条 この法人は、本州四国連絡高速道路（以下「道路」という。）の利用に係

る便益の増進、道路を活用した地域の振興に関する事業等を行い、道路交通の円滑か

つ安全な利用の増進と関係地域社会の発展に寄与することを目的とする。

（事業）

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）道路の美化愛護等道路の環境の整備に関する事業

（２）道路に係る広報活動に関する事業

（３）道路利用者に対する便益の提供に関する事業

（４）道路を活用した地域の振興に関する事業

（５）道路上の事故による交通遺児に対する修学資金の援助及び交通安全の啓発

に関する事業

（６）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

２ 前項の事業は、近畿地方、中国地方及び四国地方において行う。

第３章 資産及び会計

（基本財産）

第５条 この法人の基本財産は、法人の目的である事業を行うために不可欠な財産

として理事会で定めたものとする。

２ 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管

理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から

除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を受けなければ

ならない。



（事業年度）

第６条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

（事業計画及び収支予算）

第７条 この法人の事業計画書及び収支予算書については、事業年度開始の日の前

日までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更

する場合も、同様とする。

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備

え置くものとする。

（事業報告及び決算）

第８条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次

の書類を作成し、監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

（１）事業報告

（２）事業報告の附属明細書

（３）公益目的支出計画実施報告書

（４）貸借対照表

（５）正味財産増減計算書

（６）貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第５号の書類に

ついては、定時評議員会に提出し、第１号及び第３号の書類については、その内

容を報告し、その他の書類については、承認を受けなければならない。

３ 第１項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、定

款を主たる事務所に備え置くものとする。

４ 第１項第３号の書類については、一般の閲覧に供するものとする。

第４章 評議員

（役員の種類及び定数）

第９条 この法人に評議員３名以上５名以内を置く。

（評議員の選任及び解任）

第１０条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

（平成１８年法律第４８号。以下｢一般社団・財団法人法」という。）第１７９条

から第１９５条までの規定に従い、評議員会において行う。



（任期）

第１１条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任

した評議員の任期の満了する時までとする。

３ 評議員は、第９条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に

より退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員として権利

義務を有する。

（評議員の報酬等）

第１２条 評議員に対して、各年度の総額が５０万円を超えない範囲で、評議員会

において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給

することができる。

第５章 評議員会

（構成）

第１３条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。

（権限）

第１４条 評議員会は、次の事項について決議する。

（１）理事及び監事の選任又は解任

（２）理事及び監事に対する報酬等の額及び支給の基準

（３）評議員の選任又は解任

（４）評議員に対する報酬等の支給の基準

（５）貸借対照表及び正味財産増減計算書の承認

（６）定款の変更

（７）残余財産の処分

（８）基本財産の処分又は除外の承認

（９）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

（開催）

第１５条 評議員会は，定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開

催するほか、必要がある場合に開催する。

（招集）

第１６条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づ



き理事長が招集する。

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、

評議員会の招集を請求することができる。

３ 評議員会を招集する者は、評議員会の日の１週間前までに、評議員に対して、

評議員会の日時、場所、目的その他必要な事項を記載した書面でその通知を発し

なければならない。

４ 前項の規定にかかわらず、評議員は、評議員全員の同意があるときは、招集の

手続を経ることなく開催することができる。

（議長）

第１７条 評議員会の議長は、評議員会において互選する。

（決議）

第１８条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く

評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

２ 前項に規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する

評議員を除く評議員の３分の２に当たる多数をもって行わなければならない。

（１）監事の解任

（２）評議員に対する報酬等の支給の基準

（３）定款の変更

（４）基本財産の処分又は除外の承認

（５）その他法令で定められた事項

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の

決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２２条に定め

る定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に

定数の枠に達するまでの者を選任することとする。

（決議の省略）

第１９条 理事が評議員会の目的である事項について提案した場合において、その

提案につき議決に加わることができる評議員の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があった

ものとみなす。

（報告の省略）

第２０条 理事が評議員の全員に対し評議員会に報告すべき事項を通知した場合に

おいて、その事項を評議員会に報告することを要しないことにつき評議員の全員



が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会

への報告があったものとみなす。

（議事録）

第２１条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成

しなければならない。

２ 議長及びその評議員会において選任された議事録署名人２名は、前項の議事録

に記名押印しなければならない。

第６章 役員

（役員の設置）

第２２条 この法人に、次の役員を置く。

（１）理事３名以上５名以内

（２）監事２名以内

２ 理事のうち１名を理事長とし、１名を常務理事とすることができる。

３ 前項の理事長をもって一般社団・財団法人法の代表理事とし、同項の常務理事をもっ

て同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。

（役員の選任）

第２３条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。

２ 理事長及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。

３ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３等親内の親族その他特別

の関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事につ

いても、同様とする。

（理事の職務及び権限）

第２４条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職

務を執行する。

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その

業務を執行し、常務理事は、理事長を補佐し、理事会において別に定めるところ

により、この法人の業務を分担執行する。

３ 理事長及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の

職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務及び権限）

第２５条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査



報告を作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業

務及び財産の状況を調査することができる。

（役員の任期）

第２６条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時とする。

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時まで

とする。

４ 理事又は監事は、第２２条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又

は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は

監事としての権利義務を有する。

（役員の解任）

第２７条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によ

って解任することができる。

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

（役員の報酬等）

第２８条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、

評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等と

して支給することができる。

２ 理事及び監事に対して、その職務を執行するために要する費用を支払うことが

できる。

第７章 理事会

（構成）

第２９条 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権限）

第３０条 理事会は、次の職務を行う。

（１）この法人の業務執行の決定

（２）理事の職務の執行の監督



（３）理事長及び常務理事の選定及び解職

（招集）

第３１条 理事会は、理事長が招集する。

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集す

る。

３ 理事会を招集する者は、理事会の日の１週間前までに、各理事及び各監事に対

してその通知を発しなければならない。

４ 前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ることなく開催することができる。

（議長）

第３２条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。ただし、理事長が欠けたとき

又は理事長に事故があるときは、理事会において互選する。

（決議）

第３３条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

（決議の省略）

第３４条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合におい

て、その提案につき議決に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたとき（監事がその提案について異議を述べたときを

除く。）は、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。

（報告の省略）

第３５条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を

通知した場合において、その事項を理事会に報告することを要しない。

２ 前項の規定は、第２４条第３項の規定による報告については、適用しない。

（議事録）

第３６条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成し

なければならない。

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。

第８章 定款の変更及び解散



（定款の変更）

第３７条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第１０条についても適用する。

（解散）

第３８条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の

不能その他法令で定められた事由によって解散する。

（剰余金の分配の制限）

第３９条 この法人は、剰余金の分配を行うことができない。

（残余財産の帰属）

第４０条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議

を経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律

第４９号）第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する

ものとする。

第９章 公告の方法

（公告の方法）

第４１条 この法人の公告は、電子公告により行う。

２ 事故その他やむを得ない事由によって電子公告によることができない場合は、

官報に掲載する方法による。

第１０章 補則

（委任）

第４２条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に関する必要な事項は、

理事会の決議を経て、理事長が別に定める。

附 則

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成１８年法律第５０号。以下「整備法」という。）第１２１条第１項にお

いて読み替えて準用する同法第１０６条第１項に定める一般法人の設立の登記の

日から施行する。

２ 整備法第１２１条第 1 項において読み替えて準用する同法第１０６条第１項に



定める特例民法法人の解散の登記と、一般法人の設立の登記を行ったときは、第

６条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の

登記の日を事業年度の開始日とする。

３ この法人の最初の代表理事は、有川正治とする。

４ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。

石丸鐵太郎

岸本良孝

林まゆみ

松岡勝哉

山本正堯



⼀般財団法⼈ 本州四国連絡⾼速道路協会評議員    

評 議 員 坂 元 浩 

（一般社団法人せとうち観光推進機構 

専務理事（兼）事業本部長） 

評 議 員 鳥 羽 保 行

（本州四国連絡高速道路株式会社 取締役常務執行役員）

評 議 員 倉 林 公 夫 

（元 本州四国連絡橋公団 副総裁） 

評 議 員 林 ま ゆ み

（兵庫県立大学 客員教授）

評 議 員 桑 村 琢

（一般社団法人四国ツーリズム創造機構 事業推進本部長）



一般財団法人 本州四国連絡高速道路協会役員   

理 事 長 吉 田 悦 郎 

常 務 理 事 鈴 木 敏 彦 

理 事

理 事

石 森 秀 三
（北海道大学観光学高等研究センター 特別招聘教授） 

頼　あゆみ 
（西日本建設業保証株式会社 常務取締役） 

理  事 玉岡 かおる

 (作家 大阪芸術大学大学院教授)

監  事 森  有 美 

（神戸中央法律事務所 弁護士） 



Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金・預金 48,031,750 44,770,192 3,261,558

未収金 174,022 176,594 △ 2,572

立替金 6,758,714 8,274,369 △ 1,515,655

前払費用 360,813 369,657 △ 8,844

未収消費税等 2,953,579 3,049,293 △ 95,714

流動資産合計 58,278,878 56,640,105 1,638,773

２．固定資産

（１）基本財産

有価証券 50,000,000 50,000,000 0

基本財産合計 50,000,000 50,000,000 0

（２）特定資産

便益増進事業積立資産 15,075,836 43,698,840 △ 28,623,004

地域発展事業積立資産 7,247,615 32,583,447 △ 25,335,832

交通安全事業積立資産 0 0 0

退職給付引当預金 4,819,712 3,746,987 1,072,725

受入保証金積立預金 1,650,000 1,650,000 0

特定資産合計 28,793,163 81,679,274 △ 52,886,111

（３）その他固定資産

什器備品 2 2 0

電話加入権 4,000 4,000 0

敷金・差入保証金 1,241,568 1,241,568 0

その他固定資産合計 1,245,570 1,245,570 0

固定資産合計 80,038,733 132,924,844 △ 52,886,111

資産合計 138,317,611 189,564,949 △ 51,247,338

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 956,745 924,486 32,259

未払法人税等 72,000 72,000 0

預り金 21,473 22,252 △ 779

流動負債合計 1,050,218 1,018,738 31,480

２．固定負債

受入保証金 1,650,000 1,650,000 0

退職給付引当金 4,819,712 3,746,987 1,072,725

固定負債合計 6,469,712 5,396,987 1,072,725

負債合計 7,519,930 6,415,725 1,104,205

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産 50,000,000 50,000,000 0

（うち基本財産への充当額） 0

２．一般正味財産 80,797,681 133,149,224 △ 52,351,543

（うち特定資産への充当額）

正味財産合計 130,797,681 183,149,224 △ 52,351,543

負債及び正味財産合計 138,317,611 189,564,949 △ 51,247,338

  貸  借  対  照  表 
2026年3月31日現在

（単位：円）

科　目 当年度 前年度 増  減

(50,000,000） (50,000,000）

( △53,958,836)

注　実施事業資産については便益増進事業積立資産15,075,836円、地域発展事業積立資産7,247,615円

　　交通安全事業積立資産0円である。

(22,323,451) (76,282,287)



２０２６年度事業計画書

 ２０２６年度は、当協会が一般財団法人に移行して１４度目の事業年

度となります。

当事業年度の実施事業については、公益目的支出計画の確実な執行を

勘案しつつ、継続事業として本州四国連絡高速道路利用者の便益増進事

業、地域社会の発展等に寄与する事業等を実施し、事業目的の実現を図

ることとします。

実施事業の内容は、次のとおりです。

１．  本州四国連絡高速道路利用者の便益増進事業

(25,988 千円 ) 

(１ )道路利用者に対する沿線の観光情報等の提供に関する事業

(21,598 千円 ) 

本州四国連絡高速道路の主要なサービスエリア、パーキングエリ

ア等において、利用者に対し、次のとおり沿線の観光情報等の提供

を行う。

① 広域道路案内マップ (ＳＡ・ＰＡのご案内 )

② 瀬戸内観光冊子

・瀬戸内のインフラが見た風景

・せとうちの風景を歩く

・せとうち紡ぐ旅

・せとうちｓｔｏｒｙ

・万葉に魅せられて

・新規冊子 (万葉に魅せれれての Vol.2 を検討中 )

③ 観光案内マップ (日本語版 )

・３ルートの観光案内マップ

④ 観光案内マップ (外国語版 )

・３ルートの観光案内マップ (英語、中国語版、ハングル版 )

⑤ しまなみ海道サイクリングマップ (英語版 )

⑥ ホームページを活用した情報発信

⑦ 既発行の観光冊子ほぼ全てを網羅したアーカイブ版（A5 サイズ）

を作成。

(２ )道路環境の整備に関する事業  (4,090 千円 ) 

① 舞子バスストップにおける環境の整備等に関する事業

舞子バスストップに接続するコンコース及びトイレの清掃等の

維持管理を行うとともに、自動販売機を運営管理し、バスストップ

利用者に対し便益の提供を行う。  

・清掃 (日常清掃、定期清掃年４回 )



 

′  

′  

    ②  淡路サービスエリア (上り )の花時計の維持  

       ・花の植替え (年４回 )   
 

                                     
(３ )道路にかかる広報活動に関する事業  (300 千円 ) 

  道の日、道路ふれあい月間、お客様感謝デー等道路広報活動への参

加、協力を行う。  

 

 

２．地域社会の発展等に寄与する事業   
(20,863 千円 ) 

  

 

(１ )四国・瀬戸内観光促進事業   (9,900 千円 ) 

    本州四国連絡高速道路の観光利用を促進し、四国・瀬戸内の地域社  

会の活性化に寄与するため、コラム型コンテンツを旅行雑誌に掲載し、

観光促進、地域振興に関する情報提供を行う。  

                                   
(２ )せとうち美術館ネットワーク事業   (7,250 千円 ) 

  瀬戸内地域の美術館が相互に連携又は提携してイベント等を実施し  
、当該地域の文化、芸術の発展に寄与する事業を行う。(本州四国連絡  
高速道路 (株 )と共同 ) 

  ・加盟施設９３  施設  

  ・せとうち美術館ネットワークパスポートの発行   年１回  
・デジタルスタンプラリーの実施               4 月～ 12 月  

  ・「橋を渡って親子でアート鑑賞」の実施        年２回  

  ・サミット、特別講演の実施  

                            
(３ )徳島県情報ステーションの管理運営事業   (1,413 千円 ) 

    徳島県の観光協会から委託を受けて、淡路島南ＰＡ下りの徳島県観  

光情報ステーションの管理運営事業を行う。  

                
(４ )地域社会発展事業への協賛  （ 300 千円 ) 

    地方公共団体等が主催・協賛する地域社会発展事業で当協会と類似  

の目的を有する事業への協賛、協力を行う。  
 
(５ )Setouci Velo 協議会事業  （ 2,000 千円 ) 

    瀬戸内地域及びその周辺地域を、環境に配慮した安全で快適な世界  
にも認められる「サイクリングの推進エリア」に育てることにより、  
瀬戸内地域等のブランド価値の向上を図り、持続的な地域振興を実現  
する「 Setouci Velo 協議会」の活動に寄与する事業を行う。  

  ・瀬戸内サイクリング BOOK 作成配布  
 
 



 

 
３．交通安全事業  (700 千円 ) 

 

(１ )道路交通安全運動の啓蒙事業  (300 千円 ) 

    春・秋の全国交通安全運動、並びに夏・年末の交通事故防止運動の

各キャンペーンに合わせて、標語入りのオリジナルグッズを制作、配

布し、道路交通安全運動の啓蒙活動を行う。  

             

(２ )交通遺児修学援助事業  (400 千円 ) 

    本州四国連絡高速道路における交通事故により亡くなられた方の遺  

児で経済的に修学が困難な高校生等を対象に、修学資金援助等を行う。 
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